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(57)【要約】
複数通信システムの融合網において第１通信システムの
端末がチャネルスイッチを行う方法は、第１通信システ
ムの基地局から、スイッチ時間及び新しいチャネル番号
を含むチャネルスイッチ命令メッセージを受信するステ
ップと、前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する
応答として、前記新しいチャネル番号が前記端末によっ
て支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示
すチャネルスイッチ応答メッセージを、前記第１通信シ
ステムの基地局に送信するステップと、前記第２通信シ
ステムの基地局から、チャネルスイッチを知らせるチャ
ネルスイッチ告示メッセージを受信するステップと、前
記チャネルスイッチ告示メッセージによって前記スイッ
チ時間及び前記新しいチャネル番号に基づいて、前記新
しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２
通信システムの基地局からデータを受信するステップと
を含むことができる。
【選択図】図２０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数通信システムの融合網において第１通信システムの端末がチャネルスイッチを行う
方法であって、
　第１通信システムの基地局から、スイッチ時間及び新しいチャネル番号を含むチャネル
スイッチ命令メッセージを受信するステップと、
　前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答として、前記新しいチャネル番号が
前記端末によって支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッ
チ応答メッセージを、前記第１通信システムの基地局に送信するステップと、
　前記第２通信システムの基地局から、チャネルスイッチを知らせるチャネルスイッチ告
示メッセージを受信するステップと、
　前記チャネルスイッチ告示メッセージによって前記スイッチ時間及び前記新しいチャネ
ル番号に基づいて、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信シ
ステムの基地局からデータを受信するステップと、
を含む、チャネルスイッチ実行方法。
【請求項２】
　前記端末は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ時
間が経過した後に、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信シ
ステムの基地局にデータを送信する、請求項１に記載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項３】
　前記端末は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ時
間が経過するまでは、前記第１通信システムの基地局にデータを送信する、請求項２に記
載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項４】
　前記チャネルスイッチは、前記第２通信システムの基地局によって決定される、請求項
１に記載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項５】
　前記第１通信システム及び前記第２通信システムとが異種通信システムである、請求項
１に記載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項６】
　前記第１通信システムはセルラー通信システムであり、前記第２通信システムは無線Ｌ
ＡＮ通信システムである、請求項５に記載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項７】
　複数通信システムの融合網において第１通信システムの端末がチャネルスイッチを行う
方法であって、
　第２通信システムの基地局と特定チャネルを介してデータ通信を行う前記端末が、前記
複数の通信システム間のインターワーキングを管理する前記第１通信システムのノードか
ら、新しいチャネル番号を含むチャネルスイッチ命令メッセージを受信するステップと、
　前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答として、前記新しいチャネル番号が
前記端末によって支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッ
チ応答メッセージを、前記第１通信システムのノードに送信するステップと、
　前記第１通信システムのノードから、チャネルスイッチ告示メッセージ受信時点からチ
ャネルスイッチを完了する時点までの時間間隔に該当するスイッチ時間には前記第１通信
システムの基地局とデータ通信を行うように指示する指示子を含むメッセージを受信する
ステップと、
　第２通信システムの基地局から、前記チャネルスイッチ告示メッセージ受信時点からチ
ャネルスイッチを完了する時点までカウントされるスイッチカウント値を含む前記チャネ
ルスイッチ告示メッセージを受信するステップと、
　前記スイッチカウント値に基づいて、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介
して前記第２通信システムの基地局からデータを受信するステップと、
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を含む、チャネルスイッチ実行方法。
【請求項８】
　前記端末は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点からカウントして前
記スイッチカウント値が０になる時点から、前記新しいチャネル番号に該当するチャネル
を介して前記第２通信システムの基地局にデータを送信する、請求項７に記載のチャネル
スイッチ実行方法。
【請求項９】
　前記第１通信システムのノードは、基地局、ＭＭＥ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　Ｍａｎａｇｅ
ｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ）又はインターワーキング管理個体（Ｉｎｔｅｒｗｏｒｋｉｎｇ
　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ、ＩＷＭＥ）である、請求項７に記載のチャネル
スイッチ実行方法。
【請求項１０】
　前記第１通信システムと前記第２通信システムとが異種通信システムである、請求項７
に記載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項１１】
　前記第１通信システムはセルラー通信システムであり、前記第２通信システムは無線Ｌ
ＡＮ通信システムである、請求項１０に記載のチャネルスイッチ実行方法。
【請求項１２】
　複数通信システムの融合網においてチャネルスイッチを行う第１通信システムの端末で
あって、
　第１通信システムの基地局から、スイッチ時間及び新しいチャネル番号を含むチャネル
スイッチ命令メッセージを受信するように構成された受信器と、
　前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答として、前記新しいチャネル番号が
前記端末によって支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッ
チ応答メッセージを、前記第１通信システムの基地局に送信するように構成された送信器
と、
を備え、
　前記受信器は、前記第２通信システムの基地局から、チャネルスイッチを知らせるチャ
ネルスイッチ告示メッセージをさらに受信するように構成され、前記チャネルスイッチ告
示メッセージによって前記スイッチ時間及び前記新しいチャネル番号に基づいて、前記新
しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信システムの基地局からデータ
を受信するように構成された、第１通信システムの端末。
【請求項１３】
　前記送信器は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ
時間が経過した後に、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信
システムの基地局にデータを送信するように構成された、請求項１２に記載の第１通信シ
ステムの端末。
【請求項１４】
　前記送信器は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ
時間が経過するまでは、前記第１通信システムの基地局にデータを送信するように構成さ
れた、請求項１３に記載の第１通信システムの端末。
【請求項１５】
　複数通信システムの融合網においてチャネルスイッチを行う第１通信システムの端末で
あって、
　第２通信システムの基地局と特定チャネルを介してデータ通信を行う前記端末が、前記
複数の通信システム間のインターワーキングを管理する前記第１通信システムのノードか
ら、新しいチャネル番号を含むチャネルスイッチ命令メッセージを受信するように構成さ
れた受信器と、
　前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答として、前記新しいチャネル番号が
前記端末によって支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッ
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チ応答メッセージを前記第１通信システムのノードに送信するように構成された送信器と
、
を備え、
　前記受信器は、前記第１通信システムのノードから、チャネルスイッチ告示メッセージ
受信時点からチャネルスイッチを完了する時点までの時間間隔に該当するスイッチ時間に
は前記第１通信システムの基地局とデータ通信を行うように指示する指示子を含むメッセ
ージを受信するように構成され、第２通信システムの基地局から、前記チャネルスイッチ
告示メッセージ受信時点からチャネルスイッチを完了する時点までカウントされるスイッ
チカウント値を含む前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信するように構成され、前
記スイッチカウント値に基づいて、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介して
前記第２通信システムの基地局からデータを受信するように構成された、第１通信システ
ムの端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信に関し、特に、複数通信システムの融合網においてチャネルスイッ
チを行う方法及びそのための装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムにおいて２つ以上のＲＡＴ（ｒａｄｉｏ　ａｃｃｅｓｓ　ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ）にアクセス可能な能力（ｃａｐａｂｉｌｉｔｙ）を有するＭｕｌｔｉ－ＲＡ
Ｔ端末が存在しうる。特定ＲＡＴにアクセスするためには、端末要請ベースに特定ＲＡＴ
への接続（ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）を設定し、データ送受信を行う。
【０００３】
　しかしながら、Ｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ端末が２つ以上のＲＡＴにアクセス可能な能力を有
しても、同時に複数のＲＡＴにアクセスすることはできない。すなわち、現在の端末は、
Ｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ能力を有しても、互いに異なるＲＡＴを通じて同時にデータ送受信を
行うことはできない。
【０００４】
　かかる従来のｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ技術は、無線ＬＡＮとセルラー網とのインターワーキ
ング（ｉｎｔｅｒｗｏｒｋｉｎｇ）を必要とせず、全般的にシステム効率が低いという問
題点がある。しかも、このような問題点についてこれまで研究された例はない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明で遂げようとする技術的課題は、複数通信システムの融合網において第１通信シ
ステムの端末がチャネルスイッチを行う方法を提供することにある。
【０００６】
　本発明で遂げようとする他の技術的課題は、複数通信システムの融合網においてチャネ
ルスイッチを行う第１通信システムの端末を提供することにある。
【０００７】
　本発明で遂げようとする技術的課題は、上記の技術的課題に制限されず、言及していな
い他の技術的課題は、以下の記載から、本発明の属する技術の分野における通常の知識を
有する者にとっては明らかであろう。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の技術的課題を達成するための、本発明の一実施の形態に係る、複数通信システム
の融合網において第１通信システムの端末がチャネルスイッチを行う方法は、第１通信シ
ステムの基地局から、スイッチ時間及び新しいチャネル番号を含むチャネルスイッチ命令
メッセージを受信するステップと、前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答と
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して、前記新しいチャネル番号が前記端末によって支援される場合、チャネルスイッチに
対する受諾を示すチャネルスイッチ応答メッセージを前記第１通信システムの基地局に送
信するステップと、前記第２通信システムの基地局から、チャネルスイッチを知らせるチ
ャネルスイッチ告示メッセージを受信するステップと、前記チャネルスイッチ告示メッセ
ージによって前記スイッチ時間及び前記新しいチャネル番号に基づいて、前記新しいチャ
ネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信システムの基地局からデータを受信す
るステップとを含むことができる。
【０００９】
　前記端末は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ時
間が経過した後に、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信シ
ステムの基地局にデータを送信することができる。そして、前記端末は、前記チャネルス
イッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ時間が経過するまでは前記第１通
信システムの基地局にデータを送信することができる。前記チャネルスイッチは、前記第
２通信システムの基地局によって決定されてもよい。前記第１通信システム及び前記第２
通信システムとが異種通信システムであり、前記第１通信システムはセルラー通信システ
ムであり、前記第２通信システムは無線ＬＡＮ通信システムであってもよい。
【００１０】
　上記の技術的課題を達成するための、本発明の他の実施の形態に係る、複数通信システ
ムの融合網において第１通信システムの端末がチャネルスイッチを行う方法は、第２通信
システムの基地局と特定チャネルを介してデータ通信を行う前記端末が、前記複数の通信
システム間のインターワーキングを管理する前記第１通信システムのノードから、新しい
チャネル番号を含むチャネルスイッチ命令メッセージを受信するステップと、前記チャネ
ルスイッチ命令メッセージに対する応答として、前記新しいチャネル番号が前記端末によ
って支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッチ応答メッセ
ージを、前記第１通信システムのノードに送信するステップと、前記第１通信システムの
ノードから、チャネルスイッチ告示メッセージ受信時点からチャネルスイッチを完了する
時点までの時間間隔に該当するスイッチ時間には前記第１通信システムの基地局とデータ
通信を行うように指示する指示子を含むメッセージを受信するステップと、第２通信シス
テムの基地局から、前記チャネルスイッチ告示メッセージ受信時点からチャネルスイッチ
を完了する時点までカウントされるスイッチカウント値を含む前記チャネルスイッチ告示
メッセージを受信するステップと、前記スイッチカウント値に基づいて、前記新しいチャ
ネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信システムの基地局からデータを受信す
るステップとを含むことができる。
【００１１】
　前記端末は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点からカウントして前
記スイッチカウント値が０になる時点から、前記新しいチャネル番号に該当するチャネル
を介して前記第２通信システムの基地局にデータを送信することができる。前記第１通信
システムのノードは、基地局、ＭＭＥ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎ
ｔｉｔｙ）又はインターワーキング管理個体（Ｉｎｔｅｒｗｏｒｋｉｎｇ　Ｍａｎａｇｅ
ｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ、ＩＷＭＥ）であってもよい。前記第１通信システムと前記第２
通信システムは異種通信システムであってもよい。前記第１通信システムはセルラー通信
システムであり、前記第２通信システムは無線ＬＡＮ通信システムであってもよい。
【００１２】
　上記の他の技術的課題を達成するための、本発明の一実施の形態に係る、複数通信シス
テムの融合網においてチャネルスイッチを行う第１通信システムの端末は、第１通信シス
テムの基地局から、スイッチ時間及び新しいチャネル番号を含むチャネルスイッチ命令メ
ッセージを受信するように構成された受信器と、前記チャネルスイッチ命令メッセージに
対する応答として、前記新しいチャネル番号が前記端末によって支援される場合、チャネ
ルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッチ応答メッセージを、前記第１通信システ
ムの基地局に送信するように構成された送信器とを備えることができ、前記受信器は、前
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記第２通信システムの基地局から、チャネルスイッチを知らせるチャネルスイッチ告示メ
ッセージをさらに受信するように構成され、前記チャネルスイッチ告示メッセージによっ
て前記スイッチ時間及び前記新しいチャネル番号に基づいて、前記新しいチャネル番号に
該当するチャネルを介して前記第２通信システムの基地局からデータを受信するように構
成されてもよい。
【００１３】
　前記送信器は、前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ
時間が経過した後に、前記新しいチャネル番号に該当するチャネルを介して前記第２通信
システムの基地局にデータを送信するように構成されてもよい。また、前記送信器は、前
記チャネルスイッチ告示メッセージを受信した時点から前記スイッチ時間が経過するまで
は、前記第１通信システムの基地局にデータを送信するように構成されてもよい。
【００１４】
　上記の他の技術的課題を達成するための、本発明の他の実施の形態に係る、複数通信シ
ステムの融合網においてチャネルスイッチを行う第１通信システムの端末は、第２通信シ
ステムの基地局と特定チャネルを介してデータ通信を行う前記端末が、前記複数の通信シ
ステム間のインターワーキングを管理する前記第１通信システムのノードから、新しいチ
ャネル番号を含むチャネルスイッチ命令メッセージを受信するように構成された受信器と
、前記チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答として、前記新しいチャネル番号が
前記端末によって支援される場合、チャネルスイッチに対する受諾を示すチャネルスイッ
チ応答メッセージを前記第１通信システムのノードに送信するように構成された送信器と
を備えることができ、前記受信器は、前記第１通信システムのノードから、チャネルスイ
ッチ告示メッセージ受信時点からチャネルスイッチを完了する時点までの時間間隔に該当
するスイッチ時間には前記第１通信システムの基地局とデータ通信を行うように指示する
指示子を含むメッセージを受信するように構成され、第２通信システムの基地局から、前
記チャネルスイッチ告示メッセージ受信時点からチャネルスイッチを完了する時点までカ
ウントされるスイッチカウント値を含む前記チャネルスイッチ告示メッセージを受信する
ように構成され、前記スイッチカウント値に基づいて、前記新しいチャネル番号に該当す
るチャネルを介して前記第２通信システムの基地局からデータを受信するように構成され
てもよい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、広帯域無線通信システムにおいてセルラー網の制御（ｃｏｎｔｒｏｌ
）によって端末がＷＬＡＮを効率的に用いるように、ＡＰ同士の間に発生しうるＡＰ間干
渉問題を最小化することができ、ｔｅｍｐ　ｓｅａｍｌｅｓｓ　ｍｏｂｉｌｉｔｙ情報に
よって、ＩＭＥがＰ－ＧＷのようなＩＰアンカー（ＩＰ　ａｎｃｈｏｒ）（すなわち、端
末のＲＡＴ間移動経路のフロー／ｉｐマッピング（ｆｌｏｗ／ｉｐ　ｍａｐｐｉｎｇ）主
体、例えば、Ｐ－ＧＷ、ｅｎｄ－ＵＥ、ＡＳＮ－ＧＷ、ＡＰコントローラ）にスイッチ時
間までは臨時にセルラー網を通じてデータが送信されるように指示することによって、デ
ータ中断が発生せず、通信性能を向上させることができる。
【００１６】
　本発明から得られる効果は、以上で言及した効果に制限されず、言及していない他の効
果は、以下の記載から、本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者には明
確に理解されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　本発明に関する理解を助けるために詳細な説明の一部として含まれる添付の図面は、本
発明に関する実施例を提供し、詳細な説明と共に本発明の技術的思想を説明する。
【図１】図１は、無線通信システム１００において基地局１０５及び端末１１０の構成を
示すブロック図である。
【図２Ａ】図２Ａは、Ｅ－ＵＭＴＳ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌ
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ｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｓｙｓｔｅｍ）のネットワーク構造を例示
する図である。
【図２Ｂ】図２Ｂは、一般的なＥ－ＵＴＲＡＮ及び一般的なＥＰＣの一般的構造を示すブ
ロック図である。
【図２Ｃ】図２Ｃ及び図２Ｄは、Ｅ－ＵＭＴＳネットワークのためのユーザ－プレーンプ
ロトコル及びコントロールプレーンプロトコルスタックを示すブロック図である。
【図２Ｄ】図２Ｃ及び図２Ｄは、Ｅ－ＵＭＴＳネットワークのためのユーザ－プレーンプ
ロトコル及びコントロールプレーンプロトコルスタックを示すブロック図である。
【図３】図３は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるＭＡＣアーキテクチャの一例
を示す図である。
【図４】図４は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおける一部のＩＦＳ間の関係を示す
図である。
【図５】図５は、ＲＴＳ／ＣＴＳ／ｄａｔａ／ＡＣＫ及びＮＡＣ設定を示す図である。
【図６】図６Ａは、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるＭＡＣフレームフォーマッ
トを示す図であり、図６Ｂは、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるフレーム制御フ
ィールドフォーマットを例示する図である。
【図７】図７は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるエレメント（Ｅｌｅｍｅｎｔ
）フォーマットを例示的に示す図である。
【図８】図８は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおける支援されるチャネルエレメン
ト（Ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌｓ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
【図９】図９Ａは、チャネル負荷要請（ｃｈａｎｎｅｌ　ｌｏａｄ　ｒｅｑｕｅｓｔ）の
ための測定要請フィールド（Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ｒｅｑｕｅｓｔ　ｆｉｅｌｄ）フ
ォーマットを例示する図であり、図９Ｂは、チャネル負荷報告情報データフィールド（ｃ
ｈａｎｎｅｌ　ｌｏａｄ　ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｄａｔａ　ｆ
ｉｅｌｄ）フォーマットを例示する図である。
【図１０】図１０Ａは、チャネル負荷要請のための測定報告フィールドフォーマットを例
示する図であり、図１０Ｂは、ＡＰチャネル報告エレメントフォーマットを例示する図で
ある。
【図１１】図１１は、国エレメントフォーマット（Ｃｏｕｎｔｒｙ　ｅｌｅｍｅｎｔ　ｆ
ｏｒｍａｔ）を例示する図である。
【図１２】図１２は、チャネルスイッチ告示エレメント（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ
　Ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
【図１３】図１３Ａは、拡張されたチャネルスイッチ告示エレメント（Ｅｘｔｅｎｄｅｄ
　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示
する図であり、図１３Ｂは、支援されるオペレーティングクラスエレメント（Ｓｕｐｐｏ
ｒｔｅｄ　Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｃｌａｓｓｅｓ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である
。
【図１４】図１４は、チャネルスイッチタイミングエレメント（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉ
ｔｃｈ　Ｔｉｍｉｎｇ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
【図１５】図１５Ａ及び図１５Ｂは、それぞれ、チャネルスイッチ告示フレームアクショ
ンフィールド（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｆｒａｍｅ
　ａｃｔｉｏｎ　ｆｉｅｌｄ）フォーマットを例示する図である。
【図１６】図１６は、第１通信システム（例えば、ＬＴＥシステム）と第２通信システム
（例えば、ＷｉＦｉシステム）との連動構造を説明するためのネットワーク構造を例示す
る図である。
【図１７】図１７は、本発明に係るＷｉＦｉ－Ｃｅｌｌｕｌａｒインターワーキングのネ
ットワーク構造を例示する図である。
【図１８】図１８は、ＡＰの周波数チャネルがスイッチングされる場合、端末のデータ送
信効率を最大化するための、セルラーネットワークベースのＡＰ周波数チャネルスイッチ
ングのプロシージャを説明する図である。
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【図１９Ａ】図１９Ａは、周波数チャネル情報要請メッセージフォーマットの一例を示す
図である。
【図１９Ｂ】図１９Ｂは、周波数チャネル情報応答メッセージフォーマットの一例を示す
図である。
【図２０】図２０は、ＷｉＦｉデータディスコネクション（ＷｉＦｉ　ｄａｔａ　ｄｉｓ
ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）と共に或いはＷｉＦｉデータディスコネクション無しで行うＳＴ
Ａの動的周波数スイッチを説明するための一例を示す図である。
【図２１】図２１は、ＷｉＦｉデータディスコネクションと共に或いはＷｉＦｉデータデ
ィスコネクション無しで行うＳＴＡの動的周波数スイッチを説明するための他の例を示す
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明に係る好適な実施の形態を、添付の図面を参照して詳しく説明する。添付
の図面と共に以下に開示される詳細な説明は、本発明の例示的な実施の形態を説明するた
めのもので、本発明を実施し得る唯一の実施の形態を示すことを意図するものではない。
以下の詳細な説明は、本発明の完全な理解を提供するために具体的な細部事項を含む。し
かし、本発明をこのような具体的な細部事項無しにも実施可能であるということが当業者
には理解できる。例えば、以下の詳細な説明を、移動通信システムが３ＧＰＰ　ＬＴＥ、
ＬＴＥ－Ａシステムである場合を仮定して具体的に説明するか、３ＧＰＰ　ＬＴＥ、ＬＴ
Ｅ－Ａ特有の事項以外は、他の任意の移動通信システムにも適用可能である。
【００１９】
　いくつかの場合、本発明の概念が曖昧になることを避けるために、公知の構造及び装置
を省略してもよく、各構造及び装置の核心機能を中心にしたブロック図の形式で示しても
よい。また、本明細書全体を通じて同一の構成要素については同一の図面符号を使用して
説明する。
【００２０】
　なお、以下の説明において、端末は、ＵＥ（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）、ＭＳ（
Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、ＡＭＳ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔａｔ
ｉｏｎ）などを含む移動又は固定型のユーザ端機器を総称するものとする。また、基地局
は、Ｎｏｄｅ　Ｂ、ｅＮｏｄｅ　Ｂ、Ｂａｓｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ、ＡＰ（Ａｃｃｅｓｓ　
Ｐｏｉｎｔ）などを含む、端末と通信するネットワーク端の任意のノードを総称するもの
とする。本明細書では、ＩＥＥＥ　８０２．１６システムに基づいて説明するが、本発明
の内容は、各種の他の通信システムに適用されてもよい。
【００２１】
　移動通信システムにおいて、端末（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）は基地局から下り
リンク（Ｄｏｗｎｌｉｎｋ）で情報を受信することができ、端末は上りリンク（Ｕｐｌｉ
ｎｋ）で情報を送信することができる。端末が送信又は受信する情報にはデータ及び様々
な制御情報があり、端末が送信又は受信する情報の種類用途によって様々な物理チャネル
が存在する。
【００２２】
　以下の技術は、ＣＤＭＡ（ｃｏｄｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ａｃｃｅ
ｓｓ）、ＦＤＭＡ（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ａｃｃ
ｅｓｓ）、ＴＤＭＡ（ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ａｃｃｅｓｓ）
、ＯＦＤＭＡ（ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌ
ｔｉｐｌｅ　ａｃｃｅｓｓ）、ＳＣ－ＦＤＭＡ（ｓｉｎｇｌｅ　ｃａｒｒｉｅｒ　ｆｒｅ
ｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ａｃｃｅｓｓ）などのような様々
な無線接続システムに用いることができる。ＣＤＭＡは、ＵＴＲＡ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ
　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）やＣＤＭＡ２０００のような無
線技術（ｒａｄｉｏ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）によって具現することができる。ＴＤＭＡ
は、ＧＳＭ（登録商標）（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　ｃｏｍ
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ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）／ＧＰＲＳ（Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｐａｃｋｅｔ　Ｒａｄｉｏ　Ｓ
ｅｒｖｉｃｅ）／ＥＤＧＥ（Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｄａｔａ　Ｒａｔｅｓ　ｆｏｒ　ＧＳＭ
（登録商標）　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）のような無線技術によって具現することができる。
０ＦＤＭＡは、ＩＥＥＥ　８０２．１１（Ｗｉ－Ｆｉ）、ＩＥＥＥ　８０２．１６（Ｗｉ
ＭＡＸ）、ＩＥＥＥ　８０２－２０、Ｅ－ＵＴＲＡ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　ＵＴＲＡ）などの
ような無線技術によって具現することができる。ＵＴＲＡは、ＵＭＴＳ（Ｕｎｉｖｅｒｓ
ａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｓｙｓｔｅｍ）の一部で
ある。３ＧＰＰ（３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅ
ｃｔ）ＬＴＥ（ｌｏｎｇ　ｔｅｒｍ　ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）は、Ｅ－ＵＴＲＡを使用する
Ｅ－ＵＭＴＳ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　ＵＭＴＳ）の一部であり、下りリンクでＯＦＤＭＡを採
用し、上りリンクでＳＣ－ＦＤＭＡを採用する。ＬＴＥ－Ａ（Ａｄｖａｎｃｅｄ）は、３
ＧＰＰ　ＬＴＥの進化したバージョンである。
【００２３】
　また、以下の説明で使われる特定用語は、本発明の理解を助けるために提供されたもの
であり、このような特定用語の使用は、本発明の技術的思想から逸脱しない範囲で他の形
態に変更されてもよい。
【００２４】
　図１は、無線通信システム１００における基地局１０５及び端末１１０の構成を示すブ
ロック図である。
【００２５】
　無線通信システム１００を簡略に示すために、１つの基地局１０５と１つの端末１１０
（Ｄ２Ｄ端末を含む。）を取り上げているが、無線通信システム１００は、１つ以上の基
地局及び／又は１つ以上の端末を備えることができる。
【００２６】
　図１を参照すると、基地局１０５は、送信（Ｔｘ）データプロセッサ１１５、シンボル
変調器１２０、送信器１２５、送受信アンテナ１３０、プロセッサ１８０、メモリ１８５
、受信器１９０、シンボル復調器１９５、受信データプロセッサ１９７を備えることがで
きる。そして、端末１１０は、送信（Ｔｘ）データプロセッサ１６５、シンボル変調器１
７０、送信器１７５、送受信アンテナ１３５、プロセッサ１５５、メモリ１６０、受信器
１４０、シンボル復調器１４５、受信データプロセッサ１５０を備えることができる。送
受信アンテナ１３０，１３５がそれぞれ基地局１０５及び端末１１０において１つとして
図示されているが、基地局１０５及び端末１１０は複数個の送受信アンテナを備えている
。このため、本発明に係る基地局１０５及び端末１１０は、ＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ
　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）システムを支援する。また、本発明に
係る基地局１０５は、ＳＵ－ＭＩＭＯ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｕｓｅｒ－ＭＩＭＯ）方式もＭＵ
－ＭＩＭ０（Ｍｕｌｔｉ　Ｕｓｅｒ－ＭＩＭＯ）方式も支援することができる。
【００２７】
　下りリンク上で、送信データプロセッサ１１５は、トラフィックデータを受信し、受信
したトラフィックデータをフォーマットしてコーディングし、コーディングしたトラフィ
ックデータをインターリービングして変調し（又は、シンボルマッピングし）、変調シン
ボル（“データシンボル”）を提供する。シンボル変調器１２０は、これらのデータシン
ボルとパイロットシンボルを受信及び処理してシンボルのストリームを提供する。
【００２８】
　シンボル変調器１２０は、データ及びパイロットシンボルを多重化し、それを送信器１
２５に送信する。このとき、それぞれの送信シンボルは、データシンボル、パイロットシ
ンボル、又はゼロの信号値であってもよい。それぞれのシンボル周期で、パイロットシン
ボルが連続して送信されてもよい。パイロットシンボルは、周波数分割多重化（ＦＤＭ）
、直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）、時分割多重化（ＴＤＭ）、又はコード分割多重化
（ＣＤＭ）シンボルであってもよい。
【００２９】
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　送信器１２５は、シンボルのストリームを受信し、これを１つ以上のアナログ信号に変
換し、アナログ信号をさらに調節して（例えば、増幅、フィルタリング、及び周波数アッ
プコンバート（ｕｐｃｏｎｖｅｒｔｉｎｇ）して）、無線チャネルを用いた送信に適した
下りリンク信号を生成する。すると、送信アンテナ１３０は、生成された下りリンク信号
を端末に送信する。
【００３０】
　端末１１０の構成において、受信アンテナ１３５は、基地局からの下りリンク信号を受
信し、受信した信号を受信器１４０に提供する。受信器１４０は、受信した信号を調整し
（例えば、フィルタリング、増幅、及び周波数ダウンコンバート（ｄｏｗｎｃｏｎｖｅｒ
ｔｉｎｇ）し）、調整された信号をデジタル化してサンプルを取得する。シンボル復調器
１４５は、受信したパイロットシンボルを復調し、これをチャネル推定のためにプロセッ
サ１５５に提供する。
【００３１】
　また、シンボル復調器１４５は、プロセッサ１５５から下りリンクに対する周波数応答
推定値を受信し、受信したデータシンボルに対してデータ復調を行って、（送信されたデ
ータシンボルの推定値である）データシンボル推定値を取得し、データシンボル推定値を
受信（Ｒｘ）データプロセッサ１５０に提供する。受信データプロセッサ１５０は、デー
タシンボル推定値を復調（すなわち、シンボルデマッピング（ｄｅｍａｐｐｉｎｇ））し
、デインターリービング（ｄｅｉｎｔｅｒｌｅａｖｉｎｇ）し、デコーティングして、送
信されたトラフィックデータを復旧する。
【００３２】
　シンボル復調器１４５及び受信データプロセッサ１５０による処理は、それぞれ、基地
局１０５におけるシンボル変調器１２０及び送信データプロセッサ１１５による処理に相
補的である。
【００３３】
　端末１１０は、上りリンク上で、送信データプロセッサ１６５が、トラフィックデータ
を処理してデータシンボルを提供する。シンボル変調器１７０は、データシンボルを受信
して多重化し、変調を行って、シンボルのストリームを送信器１７５に提供することがで
きる。送信器１７５は、シンボルのストリームを受信及び処理して上りリンク信号を生成
する。そして、送信アンテナ１３５は、生成された上りリンク信号を基地局１０５に送信
する。
【００３４】
　基地局１０５において、端末１１０から上りリンク信号が受信アンテナ１３０を介して
受信され、受信器１９０は、受信した上りリンク信号を処理してサンプルを取得する。続
いて、シンボル復調器１９５は、当該サンプルを処理し、上りリンクで受信したパイロッ
トシンボル及びデータシンボルの推定値を提供する。受信データプロセッサ１９７は、デ
ータシンボル推定値を処理し、端末１１０から送信されたトラフィックデータを復旧する
。
【００３５】
　端末１１０のプロセッサ１５５及び基地局１０５のプロセッサ１８０は、それぞれ、端
末１１０及び基地局１０５における動作を指示（例えば、制御、調整、管理など）する。
プロセッサ１５５，１８０はそれぞれ、プログラムコード及びデータを記憶するメモリユ
ニット１６０，１８５に接続することができる。メモリ１６０，１８５はそれぞれ、プロ
セッサ１５５，１８０に接続してオペレーティングシステム、アプリケーション、及び一
般ファイル（ｇｅｎｅｒａｌ　ｆｉｌｅｓ）を記憶させる。
【００３６】
　プロセッサ１５５，１８０は、コントローラ（ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、マイクロコン
トローラ（ｍｉｃｒｏｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、マイクロプロセッサ（ｍｉｃｒｏｐｒｏ
ｃｅｓｓｏｒ）、マイクロコンピュータ（ｍｉｃｒｏｃｏｍｐｕｔｅｒ）などと呼ぶこと
もできる。一方、プロセッサ１５５，１８０は、ハードウェア（ｈａｒｄｗａｒｅ）、フ
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ァームウェア（ｆｉｒｍｗａｒｅ）、ソフトウェア、又はこれらの結合によって具現する
ことができる。ハードウェアを用いて本発明の実施例を具現する場合には、本発明を実行
するように構成されたＡＳＩＣｓ（ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔ
ｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔｓ）、ＤＳＰｓ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒ
ｏｃｅｓｓｏｒｓ）、ＤＳＰＤｓ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎ
ｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ）、ＰＬＤｓ（ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｌｏｇｉｃ　ｄｅｖｉｃ
ｅｓ）、ＦＰＧＡｓ（ｆｉｅｌｄ　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｇａｔｅ　ａｒｒａｙｓ
）などをプロセッサ１５５，１８０に具備することができる。
【００３７】
　一方、ファームウェアやソフトウェアを用いて本発明の実施例を具現する場合には、本
発明の機能又は動作を実行するモジュール、手順又は関数などを含むようにファームウェ
アやソフトウェアを構成することができる。本発明を実行できるように構成されたファー
ムウェア又はソフトウェアは、プロセッサ１５５，１８０内に具備されてもよく、メモリ
１６０，１８０に格納され、プロセッサ１５５，１８０によって駆動されてもよい。
【００３８】
　端末と基地局の無線通信システム（ネットワーク）の間における無線インターフェース
プロトコルのレイヤは、通信システムに周知であるＯＳＩ（ｏｐｅｎ　ｓｙｓｔｅｍ　ｉ
ｎｔｅｒｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）モデルにおける下位の３層に基づいて第１レイヤ（Ｌ１
）、第２レイヤ（Ｌ２）、及び第３レイヤ（Ｌ３）に分類することができる。物理レイヤ
は、第１レイヤに属し、物理チャネルを介して情報送信サービスを提供する。ＲＲＣ（Ｒ
ａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）レイヤは、第３レイヤに属し、ＵＥとネ
ットワークとの間における制御無線リソースを提供する。端末及び基地局は無線通信ネッ
トワークとＲＲＣレイヤを介してＲＲＣメッセージを交換することができる。
【００３９】
　本明細書において、端末のプロセッサ１５５及び基地局のプロセッサ１８０はそれぞれ
、端末１１０及び基地局１０５が信号を受信したり送信する機能及び記憶する機能を除い
て、信号及びデータを処理する動作を行うが、説明の便宜のために、以下では別にプロセ
ッサ１５５，１８０を言及しない。別にプロセッサ１５５，１８０を言及しなくても、信
号を受信したり送信する機能及び記憶する機能を除くデータ処理などの一連の動作を行う
といえる。
【００４０】
　図２Ａは、Ｅ－ＵＭＴＳ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅ
ｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｓｙｓｔｅｍ）のネットワーク構造を例示する図で
ある。
【００４１】
　Ｅ－ＵＭＴＳは、ＬＴＥシステムと呼ぶこともできる。システムは音声ＡＬＶパケット
データのような様々な通信サービスを提供するように広範囲に配置されてもよく、一般に
、以下の図面と関連して詳しく説明及び開示する様々な技術に基づいて機能するように構
成される。
【００４２】
　図２Ａを参照すると、Ｅ－ＵＭＴＳネットワークは、Ｅ－ＵＴＲＡＮ（Ｅｖｏｌｖｅｄ
　ＵＭＴＳ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　ｒａｄｉｏ　ａｃｃｅｓｓ　ｎｅｔｗｏｒｋ）、
ＥＰＣ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｐａｃｋｅｔ　Ｃｏｒｅ）、及び１つ以上の端末１０を含む。
Ｅ－ＵＴＲＡＮは、１つ以上の基地局２０を含む。ＥＰＣと関連して、ＭＭＥ／ＳＡＥゲ
ートウェイ３０は端末１０に対してセッションの終端点及び移動性管理機能を提供する。
基地局２０及びＭＭＥ／ＳＡＥゲートウェイはＳ１インターフェースを介して接続するこ
とができる。
【００４３】
　端末１０は、ユーザが携帯する装置であり、ＭＳ（ｍｏｂｉｌｅ　ｓｔａｔｉｏｎ）、
ＵＴ（ｕｓｅｒ　ｔｅｒｍｉｎａｌ）、加入者局（Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ　Ｓｔａｔｉｏ
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ｎ、ＳＳ）又は無線装置と呼ぶこともできる。
【００４４】
　基地局２０は、一般に、端末１０と通信する固定局（ｆｉｘｅｄ　ｓｔａｔｉｏｎ）で
ある。基地局（ｂａｓｅ　ｓｔａｔｉｏｎ、ＢＳ）の他、アクセスポイント（Ａｃｃｅｓ
ｓ　Ｐｏｉｎｔ、ＡＰ）と呼ぶこともできる。基地局は端末にユーザプレーン（ｕｓｅｒ
　ｐｌａｎｅ）及びコントロールプレーン（ｃｏｎｔｒｏｌ　ｐｌａｎｅ）の終端点（ｅ
ｎｄ　ｐｏｉｎｔｓ）を提供する。一般に、基地局は、構成要素のうち送信器及びプロセ
ッサを備え、本明細書に記述される様々な技術によって動作するように構成される。
【００４５】
　複数の端末１０が１つのセル内に含まれてもよい。一つ基地局２０は、一般に、セル別
に配置される。ユーザトラフィック又は制御トラフィックを送信するためのインターフェ
ースを基地局２０同士の間に用いることができる。本明細書で、“下りリンク（ｄｏｗｎ
ｌｉｎｋ）”とは基地局２０から端末１０への通信を指し、“上りリンク（ｕｐｌｉｎｋ
）”とは端末から基地局への通信を指す。
【００４６】
　ＭＭＥ／ＳＡＥゲートウェイ３０は基地局２０に、ページングメッセージの分布（ｄｉ
ｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ）、保安制御、遊休状態移動性制御、ＳＡＲベアラー制御及びＮＡ
Ｓ（Ｎｏｎ－Ａｃｃｅｓｓ　Ｓｔｒａｔｕｍ）シグナリングの暗号（ｃｉｐｈｅｒｉｎｇ
）及び保全（ｉｎｔｅｇｒｉｔｙ　ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ）を含む様々な機能を提供する
。ＳＡＥゲートウェイ３０は、ページング理由のためのＵ－プレーンパケットの終了（ｔ
ｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ）、端末移動性を支援するためのＵ－プレーンのスイッチングを含
む様々な機能を提供する。説明の便宜のために、ＭＭＥ／ＳＡＥゲートウェイ３０は、本
明細書では“ゲートウェイ”と略称してもよい。しかし、このような構造はＭＭＥゲート
ウェイ及びＳＡＥゲートウェイの両方を含んでもよいものと理解することができる。
【００４７】
　複数のノードがＳ１インターフェースを介して基地局２０及びゲートウェイ３０の間に
接続されてもよい。基地局２０はＸ２インターフェースを介して互いに接続してもよく、
隣接する基地局同士はＸ２インターフェースを有するメッシュされた（ｍｅｓｈｅｄ）ネ
ットワーク構造を有することができる。
【００４８】
　図２Ｂは、一般的なＥ－ＵＴＲＡＮ及び一般的なＥＰＣの一般的構造を示すブロック図
である。
【００４９】
　図２Ｂを参照すると、基地局は、ゲートウェイ３０のための選択、無線リソース制御（
ＲＲＣ）活性時のゲートウェイへのルーティング、ページングメッセージのスケジューリ
ング及び送信、放送チャネル（ＢＣＣＨ）情報のスケジューリング及び送信、下りリンク
及び上りリンクでリソースの端末１０への動的割り当て、基地局測定（ｍｅａｓｕｒｅｍ
ｅｎｔｓ）の構成及び準備（ｐｒｏｖｉｓｉｏｎｉｎｇ）、無線ベアラー制御、無線許可
制御（ＲＡＣ）、ＬＴＥ＿ＡＣＴＩＶＥ状態で接続移動性管理といった機能を有すること
ができる。
【００５０】
　ＥＰＣにおいて、上述したとおり、ゲートウェイ３０は、ページング開始（ｏｒｉｇｉ
ｎａｔｉｏｎ）、ＬＴＥ＿ＩＤＬＥ状態管理、ユーザプレーンの暗号化（ｃｉｐｈｅｒｉ
ｎｇ）、ＳＡＥベアラー管理、及び非－接続層（ｎｏｎ－　ａｃｃｅｓｓ　ｓｔｒａｔｕ
ｍ、ＮＡＳ）シグナリングの保全保護（ｉｎｔｅｇｒｉｔｙ　ｐｒｏｔｅｃｔ　ｉｏｎ）
の機能を有することができる。
【００５１】
　図２Ｃ及び図２Ｄは、Ｅ－ＵＭＴＳネットワークのためのユーザ－プレーンプロトコル
及びコントロールプレーンプロトコルスタックを示すブロック図である。
【００５２】
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　図２Ｃ及び図２Ｄを参照すると、プロトコルレイヤは、オープンシステム相互接続（０
ＳＩ）標準モデルにおける下位の３層に基づいて第１層（Ｌ１）、第２層（Ｌ２）及び第
３層（Ｌ３）に区別することができる。
【００５３】
　第１層（Ｌ１）（又は、物理層（ＰＨＹ））は、物理チャネルを用いて上位層に情報送
信サービスを提供する。物理層は送信チャネルを介して、上位レベルに位置しているＭＡ
Ｃ層に接続し、ＭＡＣ層と物理層との間におけるデータは送信チャネルを介して送信され
る。異なる物理層の間、すなわち送信側と受信側（例えば、端末１０及び基地局２０）の
物理層の間においてデータは物理チャネルを介して送信される。
【００５４】
　第２層（Ｌ２）のＭＡＣ層は、論理チャネルを介して、上位のＲＬＣ層にサービスを提
供する。第２層（Ｌ２）のＭＡＣ層は、信頼できるデータ送信を支援する。図２Ｃ及び図
２Ｄに示すＲＬＣ層は、ＭＡＣ　ＲＬＣ機能がＭＡＣ層で具現されて実行される場合には
省かれてもよい。図２Ｃを参照すると、第２層のＰＤＣＰ層は、相対的に小さい帯域幅を
有する無線インターフェース上でＩＰｖ４又はＩＰｖ６のようなインターネットプロトコ
ル（ＩＰ）パケットを効率的に送信できるように、不要な制御情報を減らすヘッダー圧縮
を行う。
【００５５】
　図２Ｄを参照すると、第３層（Ｌ３）の最下位層に該当するＲＲＣ層は、コントロール
プレーンでのみ定義され、無線ベアラー（ＲＢｓ）の構成、再構成、解除と関連して論理
チャネル、送信チャネル、物理チャネルを制御する。ここで、無線ベアラーは、端末（ｔ
ｅｒｍｉｎａｌ）及びＥ－ＵＴＲＡＮとの間におけるデータ送信のために第２層（Ｌ２）
によって提供されるサービスを意味する。
【００５６】
　図２Ｃを参照すると、ＲＬＣ層及びＭＡＣ層（ネットワーク上で基地局２０で終了した
）は、スケジューリング、ＡＲＱ（Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｒｅｐｅａｔ　ｒｅＱｕｅｓｔ
）、ＨＡＲＱ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｒｅｐｅａｔ　ｒｅＱｕｅｓｔ）の
ような機能を実行する。ＰＤＣＰ層（ネットワーク上で基地局２０で終了した）は、ヘッ
ダー圧縮、完全性保護（ｉｎｔｅｒｇｒｉｔｙ　ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ）、及び暗号化（
ｃｉｐｈｅｒｉｎｇ）のようなユーザプレーンの機能を実行することができる。
【００５７】
　図２Ｄを参照すると、ＲＬＣ及びＭＡＣ層（ネットワーク上で基地局２０で終了した）
は、コントロールプレーンにおけると同じ機能を果たす。例示したとおり、ＲＲＣ層（ネ
ットワーク上で基地局２０で終了した）は、放送、ページング、ＲＲＣ接続管理、無線ベ
アラー（ＲＢ）制御、移動性機能及び端末測定報告及び制御のような機能を果たすことが
できる。ネットワーク上でＭＭＥゲートウェイ３０で終了するＮＡＳ制御プロトコルは、
ＳＡＥベアラー管理、認証、ＬＴＥ＿ＩＤＬＥ移動性ハンドリング、ＬＴＥ＿ＩＤＬＥに
おけるページング開始、及びゲートウェイ及び端末１０間のシグナリングのための保安制
御のような機能を果たすことができる。
【００５８】
　ＮＡＳ制御プロトコルは、３個の異なる状態（ｓｔａｔｅ）を用いることができる。第
一に、ＲＲＣエンティティ（ｅｎｔｉｔｙ）がないとＬＴＥ＿ＤＥＴＡＣＨＥＤ状態、第
二に、ＲＲＣ接続がないが、最小の端末情報を記憶していると、ＬＴＥ＿ＩＤＬＥ状態、
第三に、ＲＲＣ接続が設定されるとＬＴＥ＿ＡＣＴＩＶＥ状態、を用いることができる。
【００５９】
　また、ＲＲＣ状態は、ＲＲＣ＿ＩＤＬＥ及びＲＲＣ＿ＣＯＮＮＥＣＴＥＤのような２つ
の異なる状態に区別することができる。ＲＲＣ＿ＩＤＬＥ状態で、端末１０は、ページン
グ情報及びシステムの情報の放送を受信するとともに、ＮＡＳによって構成された不連続
受信（Ｄｉｓｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｒｅｃｅｐｔｉｏｎ、ＤＲＸ）を明記することがで
きる。また、ＲＲＣ＿ＩＤＬＥ状態で、端末１０にはトラッキング（ｔｒａｃｋｉｎｇ）
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地域で端末を固有に識別するための識別子（ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ、ＩＤ）が割
り当てられてもよい。また、ＲＣ＿ＩＤＬＥ状態で、基地局２０に記憶されているＲＲＣ
コンテクスト（ｃｏｎｔｅｘｔ）はない。
【００６０】
　ＲＲＣ＿ＩＤＬＥ状態で、端末１０はページングＤＲＸ周期（ｃｙｃｌｅ）を明記する
。特に、端末１０は、毎端末特定ページングＤＲＸ周期の特定ページングの場合にページ
ング信号をモニタリングする。
【００６１】
　ＲＲＣ＿ＣＯＮＮＥＣＴＥＤ状態で、端末１０は、Ｅ－ＵＴＲＡＮにおいてＥ＿ＵＴＲ
ＡＮ　ＲＲＣ接続及びコンテクストを有し、可能なネットワーク（基地局）に／からデー
タを送信及び／又は受信する。また、端末１０はチャネル品質情報及びフィードバック情
報を基地局２０に報告することができる。
【００６２】
　ＲＲＣ＿ＣＯＮＮＥＣＴＥＤ状態で、Ｅ－ＵＴＲＡＮは、端末１０の属しているセルが
把握できる。このため、ネットワークはデータを端末１０に／から送信及び／又は受信す
ることができ、ネットワークは、端末１０の移動性（ハンドオーバー）を制御することが
でき、且つ隣接セルに対するセル測定を行うことができる。
【００６３】
　以下、図３乃至図１５を参照して、本発明に係るＩＥＥＥ　８０２．１１システムの内
容について述べる。
【００６４】
　図３は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるＭＡＣアーキテクチャの一例を示す
図である。
【００６５】
　図３では、ＩＥＥＥ　８０２．１１標準で記述しているＭＡＣアーキテクチャについて
説明している。図３に示すＩＥＥＥ　８０２．１１標準で記述しているＭＡＣアーキテク
チャに関する説明は、下記の表１のとおりである。
【００６６】
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【表１】

【００６７】
　図４は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおける一部のＩＦＳ間の関係を示す図であ
る。
【００６８】
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　図４に示す一部のＩＦＳ間の関係は、下記の表２のとおりである。
【００６９】
【表２】

【００７０】
　図５は、ＲＴＳ／ＣＴＳ／ｄａｔａ／ＡＣＫ及びＮＡＣ設定を示す図である。
【００７１】
　図５におけるＲＴＳ／ＣＴＳ／ｄａｔａ／ＡＣＫ及びＮＡＣ設定については、次の表３
を参照する。
【００７２】

【表３】

【００７３】
　図６Ａは、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるＭＡＣフレームフォーマットを示
す図であり、図６Ｂは、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるフレーム制御フィール
ドフォーマットを例示する図である。
【００７４】
　図６ＡのＭＡＣフレームフォーマットと図６Ｂのフレーム制御フィールドフォーマット
については、次の表４を参照する。
【００７５】
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【表４】

【００７６】
　図７は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるエレメント（Ｅｌｅｍｅｎｔ）フォ
ーマットを例示する図である。
【００７７】
　図７のＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおけるエレメントフォーマットついての具体
的な内容は、次の表５を参照して説明する
【００７８】
【表５】

【００７９】
次の表６は、エレメントＩＤ（Ｅｌｅｍｅｎｔ　ＩＤ）を表すものである。
【００８０】
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【表６】

【００８１】
　図８は、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおける支援されるチャネルエレメント（Ｓ
ｕｐｐｏｒｔｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌｓ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
【００８２】
　図８のＩＥＥＥ　８０２．１１システムにおける支援されるチャネルエレメントに関す
る具体的な事項は、次の表７を参照して説明する。
【００８３】
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【表７】

【００８４】
　図９Ａは、チャネル負荷要請（ｃｈａｎｎｅｌ　ｌｏａｄ　ｒｅｑｕｅｓｔ）のための
測定要請フィールド（Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ｒｅｑｕｅｓｔ　ｆｉｅｌｄ）フォーマ
ットを例示する図であり、図９Ｂは、チャネル負荷報告情報データフィールド（ｃｈａｎ
ｎｅｌ　ｌｏａｄ　ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｄａｔａ　ｆｉｅｌ
ｄ）フォーマットを例示する図である。
【００８５】
　図９のチャネル負荷要請について次の表８に説明する。
【００８６】

【表８】

【００８７】
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【表９】

【００８８】
【表１０】

【００８９】
　図１０Ａは、チャネル負荷要請のための測定報告フィールドフォーマットを例示する図
であり、図１０Ｂは、ＡＰチャネル報告エレメントフォーマットを例示する図である。
【００９０】
　図１０Ａに関するチャネル負荷報告（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｌｏａｄ　Ｒｅｐｏｒｔ）は、
Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｌｏａｄ＝Ｉｎｔｅｇｅｒ（（ｃｈａｎｎｅｌ　ｂｕｓｙ　ｔｉｍｅ／
（ＭｅａｓｕｒｅｍｅｎｔＤｕｒａｔｉｏｎ×１０２４））×２５５）で表現することが
できる。図１０ＢのＡＰチャネル報告エレメントフォーマットについては、次の表１１を
参照して説明する。
【００９１】

【表１１】

【００９２】
　図１１は、国エレメントフォーマット（Ｃｏｕｎｔｒｙ　ｅｌｅｍｅｎｔ　ｆｏｒｍａ
ｔ）を例示する図である。
【００９３】
　図１１に示す国エレメントフォーマットに関する詳細な事項は、次の表１２を参照する
。
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【００９４】
【表１２】

【００９５】
　図１２は、チャネルスイッチ告示エレメント（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎ
ｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
【００９６】
　図１２に示すチャネルスイッチ告示エレメントに関する詳細な事項は、次の表１３を参
照する。
【００９７】
【表１３】

【００９８】
　図１３Ａは、拡張されたチャネルスイッチ告示エレメント（Ｅｘｔｅｎｄｅｄ　Ｃｈａ
ｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図で
あり、図１３Ｂは、支援されるオペレーティングクラスエレメント（Ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ
　Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｃｌａｓｓｅｓ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
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【００９９】
　図１３Ａの拡張されたチャネルスイッチ告示エレメントに関する詳細な事項は、次の表
１４に示し、図１３Ｂの支援されるオペレーティングクラスエレメントについては、次の
表１５に詳しく説明する。
【０１００】
【表１４】

【０１０１】
【表１５】

【０１０２】
　図１４は、チャネルスイッチタイミングエレメント（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　
Ｔｉｍｉｎｇ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を例示する図である。
【０１０３】
　図１４のチャネルスイッチタイミングエレメントに関する詳細な事項は、次の表１６に
説明する。
【０１０４】
【表１６】

【０１０５】
　スペクトラム管理フレームフォーマット（Ｓｐｅｃｔｒｕｍ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　
Ｆｒａｍｅ　ｆｏｒｍａｔ）
　図１５Ａは、チャネルスイッチ告示フレームアクションフィールド（Ｃｈａｎｎｅｌ　
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Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｆｒａｍｅ　ａｃｔｉｏｎ　ｆｉｅｌｄ）フ
ォーマットを例示する図である。
【０１０６】
　図１５Ａのチャネルスイッチ告示フレームアクションフィールドフォーマットの詳細な
事項については、次の表１７に詳しく説明する。
【０１０７】
【表１７】

【０１０８】
　パブリックアクションの詳細（Ｐｕｂｌｉｃ　Ａｃｔｉｏｎ　ｄｅｔａｉｌｓ）
　図１５Ｂは、拡張されたチャネルスイッチ告示フレームアクションフィールド（Ｅｘｔ
ｅｎｄｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔ　ｆｒａｍｅ　
ａｃｔｉｏｎ　ｆｉｅｌｄ）フォーマットを例示する図である。
【０１０９】
　図１５Ｂは、拡張されたチャネルスイッチ告示フレームアクションフィールドフォーマ
ットを示している。拡張されたチャネルスイッチ告示フレームアクションフィールドフォ
ーマットに関する詳細な事項は、次の表１８を参照して説明する。
【０１１０】
【表１８】

【０１１１】
　スペクトラム管理アクションフレーム（Ｓｐｅｃｔｒｕｍ　ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ａ
ｃｔｉｏｎ　ｆｒａｍｅｓ）
　５個のアクションフレームフォーマットがスペクトラム管理のために定義される。スペ
クトラム管理アクションフィールドは、カテゴリフィールドに続くオクテットフィールド
において上記５個のフォーマットを区別する。
【０１１２】
　表１９は、スペクトラム管理アクションフレームの値を表すものである。
【０１１３】



(24) JP 2016-513902 A 2016.5.16

10

20

【表１９】

【０１１４】
　パブリックアクションフレーム（Ｐｕｂｌｉｃ　Ａｃｔｉｏｎ　ｆｒａｍｅｓ）
　パブリックアクションフレームは、下記を許容するように定義される：
　Ｉｎｔｅｒ－ＢＳＳ及びＡＰと非連携ＳＴＡ（ｕｎａｓｓｏｃｉａｔｅｄ－ＳＴＡ）間
の通信
　Ｉｎｔｒａ－ＢＳＳ通信
　ＧＡＳ
　パブリックアクションフィールドは、カテゴリフィールドに続くオクテットフィールド
において、上記パブリックアクションフレームフォーマットを区別する。定義されたパブ
リックアクションフレームを表２０に示す。
【０１１５】
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【０１１６】
　次の表２１に動的周波数選択（Ｄｙｎａｍｉｃ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｓｅｌｅｃｔｉ
ｏｎ、ＤＦＳ）を説明する。
【０１１７】
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【表２１－１】

【０１１８】
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【表２１－２】

【０１１９】
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【０１２０】
　拡張されたチャネルスイッチング（Ｅｘｔｅｎｄｅｄ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｗｉｔｃｈ
ｉｎｇ、ＥＣＳ）については、次の表２２で詳しく説明する。
【０１２１】
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【表２２】

【０１２２】
　以上、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムに関する内容を説明した。以上説明したＩＥＥ
Ｅ　８０２．１１システムに関する内容は、本発明で提案する様々な実施例に適用するこ
とができる。以下、本発明の様々な実施例について説明する。従来のｉｎｔｅｒ－ＲＡＴ
技術は、端末要請ベースに設計されるため、無線ＬＡＮとセルラー網とのインターワーキ
ング（ｉｎｔｅｒｗｏｒｋｉｎｇ）を必要とせず、特定ネットワークサーバーが無線ＬＡ
Ｎ情報を管理し、端末の要請に応じてｉｎｔｅｒ－ＲＡＴハンドオーバーを可能にさせる
。しかも、端末が複数のＲＡＴに同時接続可能であっても、無線レベル（Ｒａｄｉｏ　ｌ
ｅｖｅｌ）における制御無しでネットワークレベルにおけるｆｌｏｗ　ｍｏｂｉｌｉｔｙ
／ＩＰ－ｆｌｏｗ　ｍａｐｐｉｎｇのみを支援（例、ＭＡＰＣＯＮ又はＩＦＯＭ）するこ
とによって、端末要請の複数のＲＡＴに同時通信可能にした。このような理由で、従来技



(30) JP 2016-513902 A 2016.5.16

10

20

30

40

50

術ではＡＰとセルラー網との間にいずれの制御コネクション（ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｏｎｎ
ｅｃｔｉｏｎ）も要求されず、端末の要請に基づいて行われてきた。しかしながら、Ｍｕ
ｌｔｉ－ＲＡＴを用いて全般的なネットワークの効率を上げるためには、端末要請ベース
ではなくネットワークベースの密結合管理（ｔｉｇｈｔｌｙ－ｃｏｕｐｌｅｄ　ｍａｎａ
ｇｅｍｅｎｔ）を提供する必要がある。これは、互いに異なるＲＡＴ間の直接制御コネク
ション（ｄｉｒｅｃｔ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）を設定することから、
より効率的で迅速なｉｎｔｅｒ－ＲＡＴインターワーキングが要求される。また、全般的
なシステムのエネルギー効率を上げるために又はＡＰ間の干渉緩和（ｉｎｔｅｒｆｅｒｅ
ｎｃｅ　ｍｉｔｉｇａｔｉｏｎ）のような様々な目的のために、ＡＰの周波数チャネルが
複数のＲＡＴ管理エンティティによって制御される必要がある。
【０１２３】
　以下、ＩＥＥＥ　８０２．１１システムで用いるＡＰの周波数チャネルについて簡略に
説明する。ＩＥＥＥ　８０２．１１システムで用いるＡＰの周波数チャネルは、ＡＰに接
続するＳＴＡの支援されるチャネルリスト（ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｌｉ
ｓｔ）に基づいて決定される。
【０１２４】
　１．ＳＴＡは再連携（（Ｒｅ）Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）時に、自身の支援可能なチャ
ネルリスト（ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｌｉｓｔ）をＡＰに送信する。２．
ＡＰは、受信したＳＴＡｓの支援可能なチャネルリストに基づいて新しいチャネルを選択
してもよく、又はＳＴＡのチャネルを受諾（ａｃｃｅｐｔ）できないと判断すると、ＳＴ
Ａに（再）連携拒絶（（ｒｅ）ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｒｅｊｅｃｔ）メッセージを送
信してもよい。３．ＡＰは次のパラメータを用いて新しいチャネルを選択することができ
る。ＳＴＡらから送信された支援されるチャネルエレメントの支援されるチャネルリスト
から、可能な全ての連携されたＳＴＡ（ａｓｓｏｃｉａｔｅｄ　ＳＴＡ）を支援できるチ
ャネルを選択することができる。又は、ＳＴＡ又はＡＰから測定された測定（ｍｅａｓｕ
ｒｅｍｅｎｔｓ）結果値に基づいてチャネルを選択することもできる。又は、Ｑｕｉｅｔ
ｉｎｇ　ｃｈａｎｎｅｌを用いたレーダーテスト（ｒａｄａｒ　ｔｅｓｔｉｎｇ）後に、
検知されたレーダー（ｄｅｔｅｃｔｅｄ　ｒａｄａｒ）が存在するか否かによってチャネ
ルを選択することができる。４．ＡＰが新しいチャネルを選択した場合、ビーコン／プロ
ーブ応答メッセージ（Ｂｅａｃｏｎ／Ｐｒｏｂｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ　ｍｅｓｓａｇｅ）
にチャネルスイッチ告示エレメント（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ａｎｎｏｕｎｃｅ
ｍｅｎｔ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を含めて送信し、新しいチャネルの選択を知らせることがで
きる。一例として、チャネルスイッチ告示エレメントは、チャネルスイッチモード（Ｃｈ
ａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ｍｏｄｅ）、新しいチャネル番号（Ｎｅｗ　ｃｈａｎｎｅｌ
　ｎｕｍｂｅｒ）、チャネルスイッチカウント（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈ　Ｃｏｕ
ｎｔ）を含むことができる。５．チャネルスイッチ告示エレメントを受信したＳＴＡは、
チャネルがスイッチングされるまで送信を中止する。チャネルスイッチ告示エレメントの
チャネルスイッチカウントが０になると、新しいチャネルにスイッチングする。新しいチ
ャネルにスイッチングしたくないＳＴＡは、新しいＢＳＳに移動する。
【０１２５】
　このような動的周波数選択は、ＡＰの制御によって決定する。しかも、チャネルがスイ
ッチングされる間に端末はデータ送信を行えない状態になる。しかし、ＡＰとセルラー網
との間に密結合インターワーキングが提供されると、インターワーキングを管理するエン
ティティは、ＡＰジャミング（ｊａｍｍｉｎｇ）状況で発生しうるＡＰ間の干渉の緩和及
びＡＰの設定をより効率的な方法で制御することによって、全般的なシステムの効率を上
げることができると期待される。
【０１２６】
　本発明は、セルラー網と無線ＬＡＮ網とのインターワーキングによって同時に端末が２
つの網にアクセスできる環境で、セルラー－協調ＡＰ周波数チャネル選択（ｃｅｌｌｕｌ
ａｒ－ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｄ　ＡＰ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｅｌｅ
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ｃｔｉｏｎ）技法を提供する。
【０１２７】
　まず、複数の通信システムが連動或いはインターワーキングするネットワーク構造を説
明する。
【０１２８】
　図１６は、第１通信システム（例えば、ＬＴＥシステム）と第２通信システム（例えば
、ＷｉＦｉシステム）との連動構造を説明するためのネットワーク構造を例示する図であ
る。
【０１２９】
　図１６に示すネットワーク構造において、バックボーン（Ｂａｃｋｂｏｎｅ）網（例え
ば、Ｐ－ＧＷ又はＥＰＣ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｐａｃｋｅｔ　Ｃｏｒｅ））を介してＡＰと
ｅＮＢとの間にバックホール制御コネクション（ｂａｃｋｈａｕｌ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃ
ｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）があってもよく、ＡＰとｅＮＢとの間に無線制御コネクション（ｗ
ｉｒｅｌｅｓｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）があってもよい。ピークスル
ープット（ｐｅａｋ　ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ）及びデータトラフィックオフ－ローディン
グ（ｄａｔａ　ｔｒａｆｆｉｃ　ｏｆｆ－ｌｏａｄｉｎｇ）のために、ＵＥは、複数の通
信ネットワーク間の連動によって、第１無線通信方式を用いる第１通信システム（或いは
、第１通信ネットワーク）及び第２無線通信方式を用いる第２通信システム（或いは、第
２通信ネットワーク）を同時に支援することができる。ここで、第１通信ネットワーク又
は第１通信システムをそれぞれ、プライマリネットワーク（Ｐｒｉｍａｒｙ　ｎｅｔｗｏ
ｒｋ）又はプライマリシステム（Ｐｒｉｍａｒｙ　ｓｙｓｔｅｍ）と呼び、第２通信ネッ
トワーク又は第２通信システムをそれぞれ、セカンダリネットワーク（Ｓｅｃｏｎｄａｒ
ｙ　ｎｅｔｗｏｒｋ）又はセカンダリシステム（Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　ｓｙｓｔｅｍ）と
呼ぶことができる。例えば、ＵＥは、ＬＴＥ（或いは、ＬＴＥ－Ａ）及びＷｉＦｉ（ＷＬ
ＡＮ／８０２．１１のような近距離通信システム）を同時に支援するように構成されても
よい。このようなＵＥを本明細書ではマルチシステム支援ＵＥ（Ｍｕｌｔｉ－ｓｙｓｔｅ
ｍ　ｃａｐａｂｉｌｉｔｙ　ＵＥ）などと呼ぶことができる。
【０１３０】
　図１６に示すネットワーク構造において、プライマリシステムは、広いカバレッジ（ｗ
ｉｄｅｒ　ｃｏｖｅｒａｇｅ）を有し、制御情報送信のために用いることができる。プラ
イマリシステムの例としてＷｉＭＡＸ又はＬＴＥ（ＬＴＥ－Ａ）システムを挙げることが
できる。一方、セカンダリシステムは、小さいカバレッジは有し、データ送信のために用
いることができる。セカンダリネットワークとしてはＷＬＡＮ又はＷｉＦｉのような無線
ＬＡＮシステムを挙げることができる。
【０１３１】
　本発明では次の事項を仮定して説明する。
【０１３２】
　インターワーキングを管理するエンティティは、セルラー網内にあるエンティティを仮
定し、次の３つのエンティティ内にインターワーキング機能（ｉｎｔｅｒｗｏｒｋｉｎｇ
　ｆｕｎｃｔｉｏｎ）が具現されると仮定する。
【０１３３】
　ｅ－ＮＢ　－　既存エンティティを再使用（ｒｅｕｓｅ　ｅｘｉｓｔｉｎｇ　ｅｎｔｉ
ｔｙ）
　ＭＭＥ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ）　－　既存エンテ
ィティを再使用
　ＩＷＭＥ（ＩｎｔｅｒＷｏｒｋｉｎｇ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ）－新し
いエンティティを定義（ｄｅｆｉｎｅ　ｎｅｗ　ｅｎｔｉｔｙ）
　インターワーキング機能は、ｅＮＢ－ＵＥ又はｅＮＢ－ＡＰ間に発生し得るインターワ
ーキング関連プロシージャに関連しており、インターワーキングを管理するエンティティ
はＡＰ情報を記憶／管理する。ｅＮＢ／ＭＭＥ／ＩＷＭＥは、自身のカバレッジ内にある
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ＡＰの情報を記憶／管理する。
【０１３４】
　セカンダリシステム（例えば、ＷｉＦｉ）のアクセスポイントであるＡＰとプライマリ
システム（例えば、ＬＴＥシステム又はＷｉＭＡＸシステムのようなセルラー通信システ
ム）のアクセスポイントである基地局（ｅＮＢ）とが無線リンク上でコネクション（ｃｏ
ｎｎｅｃｔｉｏｎ）が設定されていると仮定する。本発明では、ｅＮＢとの無線インター
フェースを有するＡＰを、ｅＡＰと呼ぶものとする。すなわち、ｅＡＰは、８０２．１１
ＭＡＣ／ＰＨＹの他、ｅＮＢとの通信のためのＬＴＥプロトコルスタック或いはＷｉＭＡ
Ｘプロトコルスタックも支援しなければならず、ｅＮＢに対しては端末のような役割を果
たし、ｅＮＢと通信できることを意味する。
【０１３５】
　図１７は、本発明に係るＷｉＦｉ－Ｃｅｌｌｕｌａｒインターワーキングのネットワー
ク構造を例示する図である。
【０１３６】
　本発明では、ＷｉＦｉとＣｅｌｌｕｌａｒ網を同時送受信できる端末が存在する環境で
、デュアルモード（ｄｕａｌ　ｍｏｄｅ）端末がより効率的にＷｉＦｉ－ｃｅｌｌｕｌａ
ｒ融合網を使用できるように、セルラー網は次の４つの方法によってＡＰの情報を管理す
ることができる。
【０１３７】
　方法１．　ｅＮＢとＡＰ間の無線インターフェース（ａｉｒ　ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）使
用：ｅＮＢはＡＰとの無線制御コネクション（ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｏ
ｎｎｅｃｔｉｏｎ）を用いてＡＰを一般ＵＥと略同様に制御する。
【０１３８】
　方法２．　ｅＮＢとＡＰ間のバックホールインターフェース（ｂａｃｋｈａｕｌ　ｉｎ
ｔｅｒｆａｃｅ）使用：ｅＮＢはＡＰとの有線制御コネクション（ｗｉｒｅｄ　ｃｏｎｔ
ｒｏｌ　ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ）を用いてＡＰを制御する。
【０１３９】
　方法３．　ＭＭＥとＡＰ間の制御インターフェース（ｃｏｎｔｒｏｌ　ｉｎｔｅｒｆａ
ｃｅ）使用：ＭＭＥとＡＰ（すなわち、セカンダリシステム）間の制御コネクションを用
いてＡＰを制御する。
【０１４０】
　方法４．　ＩＷＭＥとＡＰ間の制御インターフェース使用：ＩＷＭＥとＡＰ（すなわち
、セカンダリシステム）間の制御コネクションを用いてＡＰを制御する。
【０１４１】
　以下では、ＡＰの周波数チャネルがスイッチングされる場合、端末のデータ送信効率を
最大化するためにセルラーネットワークベースのＡＰ周波数チャネルスイッチングのため
のプロシージャを提案する。
【０１４２】
　図１８は、ＡＰの周波数チャネルがスイッチングされる場合、端末のデータ送信効率を
最大化するためにセルラーネットワークベースのＡＰ周波数チャネルスイッチングのため
のプロシージャを説明するための図である。
【０１４３】
　セルラー網のインターワーキングエンティティであるＩＭＥ（或いは、ｅＮＢ、ＭＭＥ
、ＩＷＭＥ）は、無線ＬＡＮ網のＡＰに、周波数チャネル情報を要請するメッセージを送
信することができる（Ｓ１８１０）。周波数チャネル情報要請メッセージは、周波数チャ
ネル情報のみを要請するメッセージであってもよく、ＡＰ関連情報を要請するメッセージ
内に周波数チャネル情報エレメント（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｉｎｆｏｒ
ｍａｔｉｏｎ　ｅｌｅｍｅｎｔ）を含めることによって要請されてもよい。周波数チャネ
ル情報要請メッセージは、インターワーキングエンティティの必要によって送信されても
よい。
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【０１４４】
　図１９Ａは、周波数チャネル情報要請メッセージフォーマットの一例を示す図である。
【０１４５】
　図１９Ａを参照すると、周波数チャネル情報要請メッセージに含まれたパラメータは、
ＡＰのＢＳＳＩＤ（Ｂａｓｉｃ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｔ　ＩＤｅｎｔｉｆｉｅｒ）／Ｓ
ＳＩＤ（Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｔ　ＩＤｅｎｔｉｆｉｅｒ）、ＡＰの支援する周波数チャ
ネルリストを要請するパラメータ、ＡＰが現在使用中の周波数チャネル番号を要請するパ
ラメータ、現在使用中のチャネルの負荷状態（ｌｏａｄ　ｓｔａｔｕｓ）を要請するパラ
メータ、周辺ＡＰから受ける干渉信号値（ＡＮＰＩ（Ａｖｅｒａｇｅ　Ｎｏｉｓｅ　Ｐｏ
ｗｅｒ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）又はＲＳＮＩ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　
Ｎｏｉｓｅ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ））を要請するパラメータ、Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ　ｃｏ
ｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎパラメータなどを少なくとも１つであってもよい。それぞれの要
請する情報は、ビットマップ（ｂｉｔｍａｐ）形式で構成されてもよい。この場合、１に
設定されたパラメータに対する値を要請することを意味することができる。各フィールド
の長さ（ｌｅｎｇｔｈ）は例示であり、他の値を有することもできる
　周波数チャネル情報要請メッセージがＡＰに送信されると、ＡＰはＩＭＥに、要請され
た自身の周波数情報を、周波数チャネル情報応答メッセージ（又は、周波数チャネル情報
エレメント）などを用いて送信する（Ｓ１８２０）。そして、ＡＰは端末に、支援される
チャネルリスト、ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ、ｄｅｔｅｃｔｅｄ　ｒａｄａｒを送信するこ
とができる（Ｓ１８２３）。周波数チャネル情報応答メッセージについて、図１９Ｂを参
照して説明する。
【０１４６】
　図１９Ｂは、周波数チャネル情報応答メッセージフォーマットの一例を示す図である。
【０１４７】
　周波数チャネル応答メッセージは、周波数チャネル要請メッセージを受信した場合にＡ
Ｐによって送信されてもよく、図１８の図示とは違い、ＡＰの周波数チャネル関連情報が
変更された場合に、これを知らせるためにＡＰによって無要請（ｕｎｓｏｌｉｃｉｔｅｄ
）方式でＩＭＥに送信されてもよい。仮に、要請メッセージ／エレメントに対する応答で
あれば、要請されたパラメータに対する値のみを送信することもできる。個別的な周波数
チャネル情報応答メッセージ又はＡＰ情報送信メッセージの周波数チャネル情報エレメン
ト形式で送信されてもよい。
【０１４８】
　図１９Ｂを参照すると、周波数チャネル情報応答メッセージは、ＡＰのＢＳＳＩＤ／Ｓ
ＳＩＤパラメータ、ＡＰの支援する周波数チャネルリストパラメータ、ＡＰが現在使用中
の周波数チャネル番号パラメータ、現在使用中のチャネルの負荷状態（ｌｏａｄ　ｓｔａ
ｔｕｓ）パラメータ、周辺ＡＰから受ける干渉信号値（ＡＮＰＩ（Ａｖｅｒａｇｅ　Ｎｏ
ｉｓｅ　Ｐｏｗｅｒ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）又はＲＳＮＩ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎ
ａｌ　ｔｏ　Ｎｏｉｓｅ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ））パラメータなどを少なくとも１つ含む
ことができる。要請に対する応答であれば、要請メッセージで１に設定されたパラメータ
に対する値のみを送信することができる。各フィールドに対する長さ（ｌｅｎｇｔｈ）は
例示であり、他の値を有することもできる。ＩＭＥは、ＡＰから受信した周波数チャネル
情報応答メッセージに基づいてＡＰ情報をアップデートすることができる（Ｓ１８２５）
。
【０１４９】
　ＡＰの周波数チャネルスイッチング決定
　本発明の技術において、ＡＰ又はＩＭＥが、ＡＰの周波数チャネルが他の周波数チャネ
ルにスイッチングすることを決定することができる。
【０１５０】
　１．ＡＰが決定する場合
　自身のＢＳＳ内にある端末の支援されるチャネル及び測定（ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ）
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結果値又は他の信号が感知（干渉が激しい場合）された場合、チャネル性能のために、周
波数チャネルを切り替えることを決定することができる。
【０１５１】
　２．ＩＭＥが決定する場合
　自身が管理するＡＰから受信したＡＰの周波数チャネル及び関連情報に基づいて、それ
らＡＰの性能を最大化（ＡＰ間干渉の最小化、送信性能の最大化）するために特定ＡＰの
周波数チャネルを切り替えることを決定することができる。
【０１５２】
　本発明では、このように周波数を他のチャネルに切り替えると決定した場合、最適の新
しい周波数チャネルを選択するためのＩＭＥとのインターワーキング（ｉｎｔｅｒｗｏｒ
ｋｉｎｇ）を提案する。
【０１５３】
　（ＡＰが周波数チャネルスイッチングを決定した場合（Ｓ１８３０））
　ＡＰが周波数チャネルスイッチングを決定した場合（Ｓ１８３０）、次のようなフィー
ルド（或いは、パラメータ）を含んでいる周波数チャネルスイッチ要請メッセージ／エレ
メントをＩＭＥに送信することができる（Ｓ１８４０）。周波数チャネルスイッチ要請メ
ッセージ／エレメントには、ＡＰのＳＳＩＤ／ＢＳＳＩＤフィールド、スイッチ原因を示
すフィールド（Ｓｗｉｔｃｈ　ｃａｕｓｅ）（例えば、高いデータ負荷（ｆｏｒ　ｏｆｆ
ｌｏａｄｉｎｇ）、高い干渉（ｈｉｇｈ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ）、低い信号強度（
ｌｏｗ　ｓｉｇｎａｌ　ｓｔｒｅｎｇｔｈ）など）、現在チャネル番号を示すフィールド
（例えば、現在周波数チャネル番号或いはインデックス）、候補周波数チャネル番号リス
トを示すフィールド、スイッチ原因に対する値を示すフィールド（Ｔｈｅ　ｖａｌｕｅ　
ｆｏｒ　ｓｗｉｔｃｈ　ｃａｕｓｅ）（例えば、スイッチ原因としてデータ負荷、干渉、
信号強度など）のうち少なくとも１つを含めることができる。
【０１５４】
　ＡＰから周波数チャネルスイッチ要請メッセージ／エレメントを受信したＩＭＥは、自
身のサーバーに記憶されている要請したＡＰの周辺ＡＰ情報を比較して最適の周波数チャ
ネルを選択し（Ｓ１８５０）、これに関する情報を周波数チャネルスイッチ命令メッセー
ジ／エレメントなどを用いてＡＰに送信することができる（Ｓ１８６０）。周波数チャネ
ルスイッチ命令メッセージ／エレメントには、ＡＰのＳＳＩＤ／ＢＳＳＩＤ、現在周波数
チャネルの番号、選択された周波数チャネルの番号（或いは、インデックス）、チャネル
スイッチ時間（Ｓｗｉｔｃｈ　ｔｉｍｅ）のうち少なくとも１つを含めることができる。
ここで、チャネルスイッチ時間（Ｓｗｉｔｃｈ　ｔｉｍｅ）は、チャネルを切り替える旨
を知らせる時点（ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｗｉｔｃｈ　ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔを含んでい
るビーコン／プローブ応答メッセージの送信時点）からチャネル切替を完了する時点（チ
ャネルスイッチ告示（ＣＳＡ）メッセージのスイッチカウントが０になる時点）までの時
間間隔であってもよく、チャネル切替を完了する時点を示す値などであってもよい。
【０１５５】
　ＩＭＥから周波数チャネルスイッチ命令メッセージ／エレメントを受信したＡＰは、既
存の８０２．１１システムで定義されているＤＦＳプロシージャを行うことができる。Ａ
Ｐは、周波数チャネルスイッチ命令メッセージ／エレメントに基づいて周波数チャネルス
イッチを行い（Ｓ１８６５）、チャネルスイッチ告示エレメントを含むビーコン／プロー
ブ応答メッセージを端末に送信することができる（Ｓ１８７０）。このビーコン／プロー
ブ応答メッセージによって送信されるスイッチカウント（Ｓｗｉｔｃｈ　ｃｏｕｎｔ）値
は、ＩＭＥの送信したチャネルスイッチ時間を参照して設定される。例えば、スイッチカ
ウントは、ビーコン／プローブ応答メッセージを受信した時点から上記チャネルスイッチ
時間に該当する時間が経過した後に０になるように設定することができる。ビーコン／プ
ローブ応答メッセージを受信した端末は、当該エレメントに定義されたスイッチカウント
が０になる時点に新しいチャネルにスイッチングし、スイッチ時間まで（スイッチ時間の
間に又はスイッチカウントが０になる時点まで）メッセージ送信を中止する。
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【０１５６】
　ＡＰは、チャネルスイッチ告示エレメントを含んでいるビーコン／プローブ応答メッセ
ージを送信し、周波数チャネルスイッチが正しく行われた場合、ＩＭＥに周波数チャネル
スイッチ報告メッセージ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ＣＨ　ｓｗｉｔｃｈ　ｒｅｐｏｒｔメッ
セージ）を送信することによって、修正された周波数チャネル情報を伝達することができ
る（Ｓ１８８０）。修正された周波数チャネル情報を含んでいるメッセージを受信したＩ
ＭＥは、受信した情報に基づいてＡＰの情報をアップデートする（Ｓ１８９０）。
【０１５７】
　一方、当該ＡＰと通信中のｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ端末が、Ｓ１８５０段階で新しく選択さ
れた周波数チャネルを支援しない場合には、スイッチ時間前にその事実を端末に知らせる
ことによって、端末が新しいＡＰを選択するようにしたり、セルラーにシームレスモビリ
ティ（ｓｅａｍｌｅｓｓ　ｍｏｂｉｌｉｔｙ）を行うように指示することができる。
【０１５８】
　（ＩＭＥがスイッチングを決定した場合）
　Ｓ１８３０でＡＰが周波数チャネルスイッチを決定する場合とは違い、ＩＭＥがスイッ
チングを決定した場合には、Ｓ１８４０及びＳ１８５０段階は省略されてもよい。ＩＭＥ
は、自身のサーバーに記憶されている要請したＡＰの周辺ＡＰ情報を比較して最適の周波
数チャネルを選択し、それに関する情報を周波数チャネルスイッチ命令メッセージ／エレ
メントなどを用いてＡＰに送信することができる（Ｓ１８６０）。周波数チャネルスイッ
チ命令メッセージ／エレメントには、ＡＰのＳＳＩＤ／ＢＳＳＩＤ、現在周波数チャネル
の番号、選択された周波数チャネルの番号（或いは、インデックス）、スイッチ時間（Ｓ
ｗｉｔｃｈ　ｔｉｍｅ）のうち少なくとも１つを含めることができる。仮に、当該ＡＰと
通信中のｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ端末が新しく選択された周波数チャネルを支援しない場合に
は、スイッチ時間前にその事実を端末に知らせることによって、端末が新しいＡＰを選択
するようにしたり、セルラーにシームレスモビリティをを行うように指示することができ
る。同様に、この場合にも、スイッチ時間は、チャネルを切り替える旨を知らせる時点（
ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｗｉｔｃｈ　ａｎｎｏｕｎｃｅｍｅｎｔを含んでいるビーコン／プロ
ーブ応答メッセージの送信時点）からチャネル切替を完了する時点（ＣＳＡのスイッチカ
ウントが０になる時点）までの時間間隔であってもよく、チャネル切替を完了する時点（
ＣＳＡのスイッチカウントが０になる時点）を示す値であってもよい。
【０１５９】
　図２０は、ＷｉＦｉデータディスコネクション（ＷｉＦｉ　ｄａｔａ　ｄｉｓｃｏｎｎ
ｅｃｔｉｏｎ）と共に或いはＷｉＦｉデータディスコネクション無しで行うＳＴＡの動的
周波数スイッチを説明する一例を示す図である。
【０１６０】
　図２０を参照すると、Ｓ２０１０乃至Ｓ２０６０は、図１８のＳ１８１０乃至Ｓ１８６
０の内容と同様であり、その詳細な説明は省略する。図１８のＳ１８１０乃至Ｓ１８６０
の内容を図２０でも適用することができる。
【０１６１】
　ＩＥＥＥ　８０２．１１システムの動的周波数チャネル選択は、ＡＰ（或いは、ｅ（Ａ
Ｐ））がチャネルのスイッチを決定した場合、ＡＰは、チャネルスイッチを完了する時点
を端末（ＵＥ）に知らせることによってその時点までＡＰへのデータ送信を中止させる。
図１８では、ＡＰがチャネルスイッチ（ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｗｉｔｃｈ）を行う前に、Ｉ
ＭＥに最適のチャネルを要請することができ、ＩＭＥは、自身に記憶されている周辺ＡＰ
情報に基づいて、チャネルスイッチを要請したＡＰに最適のチャネルを選択して知らせる
ことができることを提案した。これに加えて、図２０では、ＡＰのチャネルスイッチを知
っているＩＭＥは、最適のチャネルをＡＰに知らせると同時に、セルラー網を介して現在
デュアルモード端末のサービングＡＰチャネルが変更されることを端末にも知らせ、端末
が新しいチャネルを支援しない場合に、ＡＰからチャネル切れを受信する前に、ＡＰに送
受信中だったデータをセルラー網へと切り替えるように指示することを提案する。
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【０１６２】
　（ＡＰ周波数チャネルスイッチ命令（ＡＰ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ＣＨ　ｓｗｉｔｃｈ
　Ｃｏｍｍａｎｄ）メッセージ送信方法）
　ＩＭＥは、当該ＡＰと通信中だったｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ端末に、新しい周波数チャネル
番号を含むＡＰ周波数チャネルスイッチ命令メッセージを送信することができる（Ｓ２０
６５）。このとき、ＡＰ周波数チャネルスイッチ命令メッセージを受信した端末は、自身
の支援されるチャネルリストを確認し（Ｓ２０７０）、上記命令に対する受諾或いは拒絶
を知らせるためのＡＰ周波数チャネルスイッチ応答メッセージ（例えば、ＡＰ　Ｆｒｅｑ
ｕｅｎｃｙ　ＣＨ　ｓｗｉｔｃｈ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）をＩＭＥに送信する（Ｓ２０７５
）。すなわち、ＡＰ周波数チャネルスイッチ命令メッセージに含まれた新しい周波数チャ
ネル番号が端末の支援するチャネルリストにあると、チャネルスイッチに対して受諾を表
示するためのＡＰ周波数チャネルスイッチ応答メッセージを送信することができ、逆に、
ＡＰ周波数チャネルスイッチ命令メッセージに含まれた新しい周波数チャネル番号が端末
の支援するチャネルリストにないと、チャネルスイッチに対して拒絶を表示するためのＡ
Ｐ周波数チャネルスイッチ応答メッセージを送信することができる。
【０１６３】
　上記ＡＰ周波数チャネルスイッチ応答メッセージが、チャネルスイッチに対して端末が
受諾（ａｃｃｅｐｔ）することを示す場合（Ｓ２０７５）、端末がデータを、その時点か
らスイッチ時間が経過するまで（又は、スイッチ時間の間に）臨時的にセルラー網を介し
て送信するようにする。また、臨時セルラー網切替プロシージャを行うか否かは、ＡＰ周
波数チャネルスイッチ命令メッセージ或いはＡＰ周波数チャネルスイッチ応答メッセージ
に指示（ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ）フィールドを定義することによって決定することができ
、これは、ＩＭＥ又は端末が送信することによって行うことができる（Ｓ２０８０）。し
かし、一般に、図２０に示すように、ＩＭＥが端末に周波数チャネルスイッチ命令メッセ
ージを用いて知らせ、Ｐ－ＧＷへのｉｐ／ｆｌｏｗ　ｍａｐｐｉｎｇをアップデートする
ことが好ましい。
【０１６４】
　本発明で提案するｔｅｍｐ　ｓｅａｍｌｅｓｓ　ｍｏｂｉｌｉｔｙ情報は、ＩＭＥがＰ
－ＧＷのようなＩＰアンカー（すなわち、端末のＲＡＴ間移動経路のフロー／ｉｐマッピ
ング（ｆｌｏｗ／ｉｐ　ｍａｐｐｉｎｇ）主体、例えば、Ｐ－ＧＷ、ｅｎｄ－ＵＥ、ＡＳ
Ｎ－ＧＷ、ＡＰコントローラなど）に、スイッチ時間には臨時にセルラー網を介してデー
タを送信するように指示することによってデータ中断が発生しないようにする。ここで、
スイッチ時間は、ＡＰがチャネルスイッチを知らせるビーコンを送信する特定時点からス
イッチが完了する時点（すなわち、８０２．１１におけるｓｗｉｔｃｈ　ｃｏｕｎｔ）ま
での時間区間（ｄｕｒａｔｉｏｎ）を意味することができ、ＡＰとのデータ接続のＤｉｓ
ｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ　ｔｉｍｅ及び再接続されるａｃｔｉｏｎ　ｔｉｍｅと定義された
時間間隔であってもよい。
【０１６５】
　ＡＰ周波数チャネルスイッチ応答メッセージがチャネルスイッチに対して拒絶（ｒｅｊ
ｅｃｔ）を示す場合、端末のデータ送信は、セルラー網（すなわち、ＡＰ　Ｄｉｓａｓｓ
ｏｃｉａｔｉｏｎ）に又は他のＡＰ（すなわち、ＡＰ　Ｒｅ－ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）
に切り替わるようにしなければならない。
【０１６６】
　一方、ＩＭＥは、当該ＡＰと通信中だったｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ端末ではなくＩＭＥが記
憶している端末情報に基づいて当該新しいチャネルを支援しない端末にのみ新しいチャネ
ルへの切替を知らせることもできる（Ｓ２０６５）。端末が新しいチャネルを支援しない
端末であると、セルラー網へのデータ切替（すなわち、ＡＰ　Ｄｉｓａｓｓｏｃｉａｔｉ
ｏｎ）を知らせたり新しいＡＰへの接続（すなわち、ＡＰ　Ｒｅ－ａｓｓｏｃｉａｔｉｏ
ｎ）を指示することができる。このとき、データ切替指示又はＡＰ移動指示メッセージを
送信しながら、“ｃａｕｓｅ”フィールドを追加することができ、ｕｎｓｕｐｐｏｒｔａ
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ｂｌｅ　ｃｈａｎｎｅｌを明示することもできる（Ｓ２０８０）。このとき、新しいチャ
ネルを支援し、新しいチャネルへの切替を待つ端末の場合、スイッチ時間まで（又は、ス
イッチ時間の間に）ＡＰと送受信中だったデータはセルラー網へと臨時切り替えて暗黙的
に用いることができる。また、臨時セルラー網切替プロシージャを行うか否かは、ｍｕｌ
ｔｉ－ＲＡＴ　ｃａｐａｂｉｌｉｔｙ　ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎメッセージに指示（ｉｎ
ｄｉｃａｔｉｏｎ）フィールドを定義することによって決定することができ、これは、Ｉ
ＭＥ又は端末が送信することによって行うことができる。しかし、一般に、ＩＭＥが端末
に知らせ、Ｐ－ＧＷへのｉｐ／ｆｌｏｗマッピングをアップデートすることが好ましい。
【０１６７】
　その後、ＡＰは、周波数チャネルをスイッチし（Ｓ２０８５）、チャネルスイッチされ
たことを端末に知らせるためにビーコン応答メッセージ又はプローブ応答メッセージを送
信することができる（Ｓ２０９０）。このとき、ビーコン応答メッセージ又はプローブ応
答メッセージには、周波数スイッチに関連したスイッチカウント（ｓｗｉｔｃｈ　ｃｏｕ
ｎｔ）フィールドを含めることができる。端末は、スイッチカウントが０になる時点をチ
ャネルスイッチが完了する時点として判断することができる。ＡＰは端末に、スイッチさ
れた新しい周波数チャネルを介してビーコン応答メッセージ又はプローブ応答メッセージ
を送信し（Ｓ２０９５）、ＩＭＥには周波数チャネルスイッチ報告を送信することができ
る（Ｓ２１００）。その後、ＩＭＥは、ＡＰから受信した周波数チャネルスイッチ報告に
基づいてＡＰ情報をアップデートすることができる。
【０１６８】
　図２１は、ＷｉＦｉデータディスコネクションと共に或いはＷｉＦｉデータディスコネ
クション無しで行うＳＴＡの動的周波数スイッチを説明する他の例を示す図である。
【０１６９】
　図２１では言及していないが、図１８でのＳ１８１０乃至Ｓ１８３０の過程がさらに適
用されてもよい。
【０１７０】
　端末（ｍｕｌｔｉ－ＲＡＴ　ＵＥ）がＷｉＦｉ網のＡＰと特定周波数チャネル（ＣＨ１
）を介してデータ通信を行っている途中に、セルラー網のインターワーキングエンティテ
ィであるＩＭＥ（或いはｅＮＢ、ＭＭＥ、ＩＷＭＥ）は、上記ＡＰから周波数チャネルス
イッチを要請するメッセージを受信することができる（Ｓ２１１０）。周波数チャネルス
イッチ要請に対する応答として、ＩＭＥはＡＰに、スイッチ時間（ｓｗｉｔｃｈ　ｔｉｍ
ｅ）を含むチャネルスイッチ応答メッセージを送信することができる（Ｓ２１２０）。そ
して、ＩＭＥは基地局（ｅＮＢ）に、スイッチ時間を含むチャネルスイッチ命令メッセー
ジを送信することができる（Ｓ２１３０）。その後、ＡＰは端末にチャネルスイッチ命令
メッセージを伝達し、このとき、チャネルスイッチ命令メッセージにはスイッチ時間及び
新しいチャネル番号（ＣＨ２）に関する情報が含まれる（Ｓ２１４０）。
【０１７１】
　端末は、チャネルスイッチ命令メッセージに対する応答としてチャネルスイッチ応答メ
ッセージを基地局に送信することができる（Ｓ２１５０）。このとき、当該チャネルスイ
ッチ応答メッセージには、チャネルスイッチ命令メッセージに含まれた新しいチャネル番
号（ＣＨ２）に該当する周波数チャネルを上記端末が支援できる場合には、チャネルスイ
ッチ命令を受諾（ａｃｃｅｐｔ）する旨の指示を含めることができる。すると、基地局は
、端末から受信した、チャネルスイッチ命令の受諾を含むチャネルスイッチ応答メッセー
ジをＩＭＥに伝達することができる（Ｓ２１５５）。ＩＭＥは、当該スイッチ時間情報を
含むフロー／ＩＰアドレスバインドアップデート（Ｆｌｏｗ／ＩＰ　ａｄｄｒｅｓｓ　ｂ
ｉｎｄ　ｕｐｄａｔｅ）メッセージをＰ－ＧＷに送信し（Ｓ２１６０）、バインディング
（ｂｉｎｄｉｎｇ）応答メッセージをＰ－ＧＷから受信する（Ｓ２１７０）。
【０１７２】
　ＡＰは端末に、チャネルスイッチを知らせる指示を含むビーコン／プローブ応答メッセ
ージを送信する（Ｓ２１８０）。端末は、ビーコン／プローブ応答メッセージを受信した
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時点から、Ｓ２１４０で受信したスイッチ時間が経過するまでは、臨時に基地局とデータ
通信を行い（Ｓ２１９０）、上記スイッチ時間が満了すると、スイッチされた新しい周波
数チャネル（ＣＨ２）を介してＡＰとデータ通信を行うことができる（Ｓ２１９３）。そ
して、ＡＰはＩＭＥにチャネルスイッチに対する報告メッセージを送信する（Ｓ２１９５
）。ここで、スイッチ時間は、ＡＰがチャネルスイッチを知らせるビーコンを送信する特
定時点からスイッチが完了する時点（すなわち、８０２．１１におけるｓｗｉｔｃｈ　ｃ
ｏｕｎｔ）までの時間区間（ｄｕｒａｔｉｏｎ）を意味してもよく、ＡＰとのデータ接続
のＤｉｓｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ　ｔｉｍｅ及び再接続されるａｃｔｉｏｎ　ｔｉｍｅと定
義された時間間隔であってもよい。
【０１７３】
　このように、本発明で提案するｔｅｍｐ　ｓｅａｍｌｅｓｓ　ｍｏｂｉｌｉｔｙ情報に
よって、ＩＭＥがＰ－ＧＷのようなＩＰアンカー（すなわち、端末のＲＡＴ間移動経路の
フロー／ｉｐマッピング主体、例えば、Ｐ－ＧＷ、ｅｎｄ－ＵＥ、ＡＳＮ－ＧＷ、ＡＰコ
ントローラ）に、スイッチ時間までは臨時にセルラー網を介してデータを送信するように
指示することによってデータ中断が発生せず、通信性能を向上させることができる。
【０１７４】
　以上説明された実施例は、本発明の構成要素と特徴が所定の形態で結合されたものであ
る。各構成要素又は特徴は、別の明示的言及がない限り、選択的なものとして考慮しなけ
ればならない。各構成要素又は特徴は他の構成要素や特徴と結合しない形態で実施されて
もよく、一部の構成要素及び／又は特徴を結合して本発明の実施例を構成してもよい。本
発明の実施例で説明される動作の順序は変更されてもよい。ある実施例の一部の構成や特
徴は他の実施例に含まれてもよく、他の実施例の対応する構成又は特徴に取って代わって
もよい。特許請求の範囲で明示的な引用関係を有しない請求項を結合して実施例を構成し
てもよく、出願後の補正によって新しい請求項として含めてもよいことは明らかである。
【０１７５】
　本発明は、本発明の精神及び必須特徴から逸脱しない範囲で他の特定の形態として具体
化してもよいことは当業者にとって明らかである。したがって、上記の詳細な説明は、い
ずれの面においても制限的に解釈してはならず、例示的なものとして考慮しなければなら
ない。本発明の範囲は、添付した請求項の合理的解釈によって決定しなければならず、本
発明の等価的範囲内における変更はいずれも本発明の範囲に含まれる。
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